別記様式第２号（第５条関係）
事　　業　　計　　画　　書
	事業計画名
	

	申請者の概要
	事業者名
	

	
	業種
	

	
	資本金
	（法人のみ）

	
	従業員数
	

	
	担当者名
	

	
	メールアドレス
	

	事業の目的
	

	事業の内容
	※直近１年における国・県等の補助金利用の有無（　　有　　・　　無　　）
（有の場合、事業概要と補助対象経費がわかるものを添付してください。）

	成果目標
（※）
	労働生産性
	現状値
	千円
	目標値
	千円

	
	独自設定目標
（　　　　　　　　　　　）
	現状値
	
	目標値
	

	
	独自設定目標の設定理由


	事業終了予定月
	　令和　　　年　　　月


　※労働生産性は（営業利益＋人件費＋減価償却費）÷従業員数(人または時間）にて計算する。
　※労働生産性と独自設定目標の２つの目標を設定し、独自設定目標は（　）に記載する。
　　（独自設定目標の例）〇〇業務にかかる月次業務時間、〇〇業務にかかる経費削減金額、従業員全体の年間残業時間、従業員全体の年間有給取得日数、年間営業日数
